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研究成果の概要（和文）：日本では大企業を中心として長期にわたって技能形成を行い、昇進は「遅い選抜」で
ある。このことは、職業分類の非整合性という統計的な問題とともに女性の管理職比率を低めている可能性があ
る。OECD加盟国9か国について国際比較した結果、昇進が学歴によって決まり、「早い選抜」である国ほど、日
本のような学歴より経験を重視し、「遅い選抜」である国よりも女性の管理職比率が高い傾向がみられた。ま
た、仕事と生活の調和などその他の要因の重要性も示唆された。

研究成果の概要（英文）：In Japan, large firms typically tend to provide employees with long-term 
on-the-job training and the promotion speeds to managers are likely to be slow. This may account for
 its low women’s share among managers, together with the inconsistent application across countries 
of the classification of occupations. The international comparison across nine OECD Member Countries
 has revealed that women’s shares among managers tend to be higher in the countries with relatively
 more importance of educational attainment for promotion to managers and early selection practices 
to managers than in the countries with relatively smaller importance of educational attainment for 
promotion to managers and late selection practices to managers like Japan. It is also suggested that
 other factors like work-life-balance might be important determinants of women’s share among 
managers.

研究分野：労働経済学

キーワード： 教育　企業内訓練　賃金　昇進　女性　国際比較

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
これまでの日本の雇用システムでは、大企業
を中心に企業内における技能形成が重視さ
れており、賃金制度の中に技能形成を促進す
るインセンティブが組み込まれていること
が指摘されていた（小池（2005））。そのため、
国際比較をすると、日本の賃金構造において
は、学歴よりも勤続年数の賃金評価の方が大
きいだけでなく、同じ属性の中で賃金のばら
つきも大きい（三谷（1997））。しかし、1990 
年代以降日本経済が長期不況に陥るととも
に、グローバル化や IT 化、少子高齢化とい
った構造変化が進行し、賃金構造も大きく変
化した。賃金関数の推計結果によると、年齢、
勤続年数、学歴といった属性間の賃金格差が
縮小するとともに、同一属性内の賃金格差が
拡大したことが指摘されている（Kambayashi 
et al.(2008)）。クロスセクションデータを
用いた分析では学歴別にみると確かに賃金
プロファイルの傾きが小さくなっている。し
かし、学歴計でみると賃金プロファイルの傾
きはほとんど縮小していない。このことは、
日本では企業内訓練によって形成される技
能の相対的な価値が 1990 年代以降それほど
変化していないことや学歴間の代替の弾力
性が比較的高いことを示唆している。 
そこで、本研究ではこのことを国際比較で検
証する。グローバル化や IT 化といった構造
変化はどの国も経験している。したがって、
こうした要因による賃金構造の変化はどの
国にも通してみられるはずである。一方、各
国の教育制度や雇用システムの違いも賃金
構造に反映される。たとえば、フランスでは
グランゼコールやカードルなどの教育制度
と企業内の昇進制度と結びついて、一部の高
学歴者が「早い選抜」によって昇進し、大き
な学歴間賃金格差がみられる。そこで、先述
のような学歴よりも年齢・勤続年数の方が相
対的に賃金評価が高いという日本の賃金構
造の特徴が、各国との比較で 1990 年代以降
も確かめられるかどうかを検証する。 
また、日本の女性管理職比率が国際的にみて
著しく低いことが指摘されている。このこと
が教育制度や技能形成・昇進制度とどのよう
に関係しているかも国際比較によって明ら
かにしたい。実際、日本企業の評価制度は、
長い間の働きぶりを上司が評価して昇進・昇
格を決めていくという面が大きい。このこと
は長期的な観点から企業内訓練を行うとい
う技能形成システムと整合的である。しかし、
仮に欧米諸国では学歴によって昇進が決ま
る面が比較的高いとすると女性の管理職比
率も相対的に高いことになる。こうしたこと
を実際に定量的なデータで分析し、明らかに
したい。 
【参考文献】 
小池和男（2005）『仕事の経済学』第 3 版、
東洋経済新報社 
三谷直紀（1997）『企業内賃金構造と労働市
場』勁草書房 

Kambayashi, R., D. Kawaguchi and I. 
Yokoyama (2008), “Wage Distribution in 
Japan, 1989-2003”, Canadian Journal of 
Economics, pp.1329-1350 
 
２．研究の目的 
本研究では、賃金構造の分析を通じて、労働
者の学歴や企業内訓練による技能の賃金評
価がどのように変化してきたかを国際比較
する。そして、日本において長期不況や構造
変化の中で、労働者の技能形成における学校
教育や企業内訓練の役割がどのように変化
してきたかを明らかにする。これまで、日本
では学歴よりも年齢・勤続年数の賃金評価が
相対的に大きかった。しかし、1990 年代以
降の構造変化の中で何らかの変化がみられ
るのであろうか。この点を近年整備されてき
た欧州の賃金の個票データを用いて国際比
較を行い、厳密に検証する。さらに、学歴や
技能形成システムの違いが、賃金だけでなく、
昇進に与えている影響を明らかにすること
も重要な研究の目的である。とりわけ、なぜ
日本の女性管理職比率が他の先進諸国と比
較して著しく低いのかという点も明らかに
したい。 
 
３．研究の方法 
（1）文献サーベイによって、先行研究で明
らかになっていることを確認するとともに、
研究方法やデータ等に関する情報を収集し
た。具体的には教育制度、技能形成制度、賃
金制度、雇用システム、女性の管理職比率の
国際比較等に関する文献をサーベイした。 
（2）実際に海外に出向いて各国の研究機関
を訪問し、教育制度、技能形成制度、賃金制
度および労使関係に関する各国の文献や情
報を収集した。2014 年度はフランスの労働経
済社会研究所を訪問し、グランゼコール、カ
ードル制度や企業の昇進・賃金制度に関する
情報を収集した。2015 年度は、ドイツの雇用
研究所を訪れ、ドイツにおける労使関係の変
化と賃金決定等に関する情報を入手した。 
(3)個票データを用いた計量経済学的手法
による比較分析を行った。具体的には、OECD
の Survey of Adult Skills 等の個票データ
を用いて、昇進確率関数等の推計を行って国
際比較を行った。 
 
４．研究成果 
（1）主に日仏間で管理職における女性比率
の国際比較を行った。分析の結果、つぎのよ
うなことが明らかとなった。 
①管理職として国際標準分類 ISCO-08 の「管
理的職業従事者」を取った場合、日本の管理
職の女性比率は欧米諸国よりかなり低いが、
その理由のひとつとして、この大分類に分類
される就業者が２％と極めて少なく、他国と
かなり異なった層を把握している可能性が
高いことがあげられる。その背景には、管理
職とそれ以外の分離の基準が異なること、日



本では個人の仕事の内容が欧米ほど明確化
されていないことなどの雇用慣行の違いが
ある。 
②フランスでは、カードルという管理職・技
師集団が存在し、社会的に強い影響力をもっ
ている。公的に認められた労働組合があり、
公的年金としてカードルだけの特別の補足
年金制度がある。 
③フランスでは、学歴と管理職の結びつきが
強いことである。大学とは別に、グランドゼ
コールという大学院レベルのエリート養成
校があり、その卒業生は新規学卒で直ちにカ
ードルとなる者も多い。ただし、内部昇進に
よりカードルとなる者も多い。女性は新規学
卒、内部昇進ともカードルへの昇進で差別さ
れている。 
④日本の雇用システムで特徴的な「遅い選
抜」、フランスで特徴的な「早い選抜」や学
歴が管理職昇進に強い影響を持つことが管
理職の女性比率に与える影響について、実証
分析を行った。その結果、「早い選抜」や学
歴が昇進に与える影響が強いほど女性比率
が高いという仮説と整合的な結果を得た。 
（2）研究対象をアメリカやドイツなど、OECD 
加盟国 9カ国に拡大し、さらに国際比較分析
を進めた結果、つぎのことが明らかとなった。 
①各国間の国際職業分類の適用の非整合性
に起因する女性管理職比率の違いが実際に
存在することが明らかになった。「管理職」
の定義を国際標準分類 ISCO-08 の「管理的職
業従事者」から部下の数 11 人以上の雇用者
に代えることによって、日本の女性管理職比
率とその他の OECD 諸国との差がかなり縮小
した（Figure 4）。 
 
 
 

 
 
 
②教育年数が管理職への昇進確率に与える
限界効果を計測すると、日本に比べてかな
り高い国がある。ドイツ、フランス、アメ
リカ、イギリス、スウェーデンなどでは日
本に比べて限界効果が高く、学歴によって
昇進確率が決まる効果が大きいことがわか
った。 
③管理職ダミーを被説明変数とし、年齢、教
育年数、性ダミー等を説明変数とする昇進確
率関数を OECD Survey of Adult Skills の個
票データを用いて推計した結果、つぎのふた
つの仮説とほぼ整合的な結果を得た。ただし、

仮説(ii)との整合性は弱い。 
(i)管理職への昇進速度が速い（早い選抜）
の国ほど、女性管理職比率が高い。 
(ii)管理職昇進への教育年数の影響が経験
年数の影響に比べて相対的に高い国ほど、女
性管理職比率が高い。 
③アメリカ、イギリス、スウェーデン、ノル
ウェーなどでは学歴の影響や昇進速度はフ
ランスとはあまり差はないものの、女性管理
職比率がフランスよりかなり高い。このこと
は、女性管理職比率の決定要因として、学歴
や昇進速度以外の要因、たとえば仕事と生活
の調和などが重要であることを示唆してい
る。 
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